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は じ め に

学校基本調査は、学校教育行政に必要な学校に関する基本的事項を明らかにすることを

目的に、昭和２３年から文部科学省が毎年実施しているものであり、統計法に基づく基幹

統計調査です。

この調査では、全国すべての学校で、その学校数・学級数・在学者数・教職員数・施設・

経費等が漏れなく調査されます。

学校基本調査の結果は、当面する教育の諸問題を解決する基礎資料として利用されてい

るばかりでなく、年次的推移を追うことによって、将来の教育計画を立てる際の貴重な資

料として役立てることができます。

この報告書は、平成２３年５月１日現在で実施しました平成２３年度の調査の滋賀県の

結果（幼稚園・小学校・中学校・高等学校・特別支援学校・専修学校・各種学校）をとり

まとめたものです。関係各分野で参考資料として御活用いただければ幸いです。

この調査の実施にあたり、御協力をいただきました各学校、教育委員会および市町関係

の皆様に厚くお礼申し上げますとともに、今後とも一層のご理解と御協力を賜りますよう

お願いいたします。

平成２４年３月

滋賀県総合政策部統計課長 樋 本 伸 夫
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Ⅰ 調 査 の 概 要

この調査は、統計法(平成 19年法律第 53 号)、統計法施行令(平成 20年政令第 334 号)およ

び学校基本調査規則(昭和 27 年文部省令第４号)に基づいて、毎年実施されているものです。

１ 調査の目的

この調査は、学校教育行政に必要な学校に関する基本的事項を明らかにすることを目的とし

ています。

２ 調査の期日

平成２３年５月１日

３ 調査の対象

（１）学校調査・・・・・・・・・幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、専修学

校および各種学校

（２）学校通信教育調査・・・・・通信制課程を置く高等学校

（３）不就学学齢児童生徒調査・・不就学の学齢児童および学齢生徒

（４）学校施設調査・・・・・・・私立の幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、

専修学校および各種学校

公立の専修学校および各種学校

（５）卒業後の状況調査・・・・・中学校、高等学校および特別支援学校の中学部・高等部の卒

業者

４ 調査の種類と主要調査事項等

調査の種類 主 な 調 査 事 項 報 告 者

学校調査 学級数、在学者数、教職員数、入学者および卒

業者数

学 校 長

学校通信教育調査 学科数、生徒数、教職員数 学 校 長

不就学学齢児童

生徒調査

就学免除・猶予者、１年以上居所不明者、

前年度中に死亡した学齢児童生徒数

市町教育委員会

学校施設調査 私立学校および公立専修学校の土地、建物の面

積

私立学校設置者

又は学校長

卒業後の状況調査 中学校、高等学校、特別支援学校（中学部・高

等部）卒業者の進路状況

学 校 長
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５ 調査の系統

（１）市町村立および私立の小学校、中学校、幼稚園、専修学校および各種学校

（２）高等学校および県立学校

利用上の注意

１．この報告書は、学校基本調査規則に基づく、県知事が調査すべき公立および私立の諸学校

（幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、専修学校、各種学校）および文部科学

大臣が直接調査する国立の学校（幼稚園、小学校、中学校、特別支援学校）について掲載し

ました。

２．学校数には、分校および休校中の学校も１校として含まれています。

３．教員数（本務者）には、充て指導主事、学校に籍を置き教育委員会事務局・教育研究所等

に勤務する者、留学者、海外日本人学校派遣者、休職者、教員組合事務専従者、産休代替者

および育児休業代替者が含まれています。

４．年齢は平成 23 年４月１日現在の満年齢です。

５．比率の算出については単位未満を四捨五入しています。このため、構成比の合計が 100.0

にならない場合があります。

６．統計表の符号の用法は、次のとおりです。

「 － 」 計数がない場合

「 0.0 」 計数が単位未満の場合

「 … 」 計数出現があり得ない場合または調査対象とならなかった場合

７．参考で掲載している数値は、｢平成 23 年度学校基本調査報告書｣（文部科学省平成 24 年 2

月刊行）によるものです。

文部科学省 県 市 町 学 校

市町教育委員会

文部科学省 県 学 校

（不就学学齢児童生徒調査）



Ⅱ 調 査 結 果 の 概 要

概 況

学 校 調 査

不 就 学 学 齢 児 童 生 徒 調 査

卒 業 後 の 状 況 調 査



あ



- 3 -

Ⅱ 調 査 結 果 の 概 要

概 況

１．学校調査

(1)学校数（高等学校通信制を除く。以下同じ。）

総学校数（国立を含む）は、６４６校で前年度と同数でした。

学校種別にみると、幼稚園 １９３園(前年度より１園増)、小学校 ２３５校(同１校減)、中学校

１０７校(同増減なし)、高等学校 ５８校(同増減なし)、特別支援学校 １５校(同増減なし)、専修学

校 ２７校(同増減なし)、各種学校 １１校(同増減なし)となっています。

(2)在学者数

在学者数は、幼稚園 １９,４１６人(前年度より１３８人増)、小学校 ８６,０９５人(同８１２人減)、

中学校 ４３,０１１人(同７７９人増)、高等学校 ３８,６０６人(同１００人減)、特別支援学校

１,９８４人(同１３１人増)、専修学校 ２,２４４人(同１０４人増)、各種学校 ６５７人(同２人減)

でした。

(3)教員数(本務者)

本務教員数は、幼稚園 １,６７２人(前年度より２６人増)、小学校 ５,２６４人(同１３人増)、中

学校 ３,０１６人(同４４人増)、高等学校 ２,７８４人(同１８人減)、特別支援学校 １,１８０人(同

７１人増)、専修学校 ２０１人(同５人減)、各種学校 ５９人(同増減なし)でした。

(4)長期欠席者数

平成２２年度間（平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの１年間）の長期欠席者(３０

日以上の欠席者)の数は、小学校が９３７人で前年度間より２４人増加、中学校が１,６４８人で前年

度間より４８人減少しました。

理由別では、小学校、中学校とも「不登校」が最も多く、小学校では３７５人(長期欠席者数に占め

る割合は４０.０％)、中学校では１,１９１人(同７２.３％)となっています。

◆ 学校種別学校数、在学者数、教員数 （単位：校（園）、人）

幼稚園 小学校 中学校 高等学校 特別支援 専修学校 各種学校 計 高等学校

（全・定） 学校 （通信制）

学校（園）数 193 235 107 58 15 27 11 646 4

(192) (236) (107) (58) (15) (27) (11) (646) (4)

在学者数 19,416 86,095 43,011 38,606 1,984 2,244 657 192,013 1,752

(19,278) (86,907) (42,232) (38,706) (1,853) (2,140) (659) (191,775) (1,783)

教員数 1,672 5,264 3,016 2,784 1,180 201 59 14,176 52

（本務者） (1,646) (5,251) (2,972) (2,802) (1,109) (206) (59) (14,045) (57)

（注）１．学校（園）数には、国立の学校および休校を含みます。また、分校も１校とします。
２．高等学校（通信制）は学校調査に含まれていないため、別掲で計上しています。なお、高等学校（通信制）４校のうち

うち１校は定時制と、１校は全日制・定時制との併置校であるため、学校数は高等学校（全・定）にも計上されています。
３．( )書きは、前年度の数値です。
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２．卒業後の状況調査

(1)中学校卒業者

平成２３年３月の中学校卒業者総数は １３,７７３人で、前年より６６６人減少しました。

このうち、高等学校等進学者は１３,６２１人で、高等学校等進学率は９８.９％となり、前年より

０.２ポイント上昇しました。

一方、就職者総数（就職者数に、高等学校等に進学しながら就職している者を加えた数）は３５人

で、就職率は０.３％となり、前年より０.１ポイント上昇しました。

(2)高等学校卒業者

平成２３年３月の高等学校卒業者総数は、１２,１８６人で前年より９４人増加しました。

このうち、大学等進学者は７,０６７人で、大学等進学率は５８.０％となり、前年より０.９ポイ

ント低下しました。

一方、就職者総数（就職者数に、大学・専修学校等へ進学・入学しながら就職している者を加えた

数）は１,９６８人で、就職率は１６.１％となり、前年より０.８ポイント上昇しました。

◆ 状況別卒業者数（中学校および高等学校〔全・定〕、平成２３年３月卒） （単位：人）

卒業者 A 進学者 B 専修学校 C 専修学校 D 公共職業 E 就職者 F 一時的 G 左記 H 不詳 ・ ABCDのう 進学率 ％ 就職率

総 数 進学者 一般課程等 能力開発施 な仕事に 以外の 死亡の ち就職者 （高等学校等 ％

入学者 設等入学者 就いた者 者 者 （再掲） ・大学等）

中学校 13,773 13,621 4 1 8 33 106 - 2 98.9 0.3

男子 7,077 6,997 1 1 7 19 52 - 1 98.9 0.3

女子 6,696 6,624 3 - 1 14 54 - 1 98.9 0.2

（前年度） (14,439) (14,254) (5) (1) (19) (33) (126) (1) (3) (98.7) (0.2)

高等学校 12,186 7,067 1,805 518 95 1,968 258 475 - - 58.0 16.1

男子 6,273 3,578 734 388 92 1,181 76 224 - - 57.0 18.8

女子 5,913 3,489 1,071 130 3 787 182 251 - - 59.0 13.3

（前年度） (12,092) (7,123) (1,763) (499) (91) (1,847) (263) (506) (-) (2) (58.9) (15.3)

（注）１．中学校卒業者総数には、国立の中学校卒業者を含みます。

２．「進学者」は、中学校においては高等学校等へ、高等学校においては大学・短大等へ進学した者です。

３．「専修学校進学者」は、中学校においては専修学校（高等課程）へ、高等学校においては専修学校（専門課程）へ進学した者です。

４．「就職率」は、卒業者総数に占める就職者総数「Ｅ 就職者＋ＡＢＣＤのうち就職者（再掲）」の割合です。

◆ 理由別長期欠席者数（平成２２年度間 ３０日以上欠席者） （単位：人、％）

全児童・生徒数

合 計 病 気 経 済 的 理由 不 登 校 長期欠席者数 そ の 他 に占める「長期

に占める割合 欠席者」の割合

937 298 - 375 40.0 264 1.08

(913) (244) (5) (406) (44.5) (258) (1.05)

1,648 173 1 1,191 72.3 283 3.90

(1,696) (190) (1) (1,230) (72.5) (275) (4.00)

（注） ( )書きは、前年度の数値です。

小 学 校

中 学 校
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学 校 調 査

１．幼 稚 園

(1)園 数

幼稚園数は１９３園で、前年度より１園増加しました。

設置者別では、国立１園、市立１４８園(うち分園４園)、町立１５園(同１園)、私立２９園(学校法

人立２６園、その他の法人立３園)となっています。

園児数別にみると、園児数５１～１００人が５３園と最も多く、次いで１～５０人が５１園、

１０１～１５０人が４１園となっています。 (表－１, 表－２, 表－３)

(2)園 児 数

園児数は１９,４１６人(男子９,９４０人、女子９,４７６人)で、前年度より１３８人増加(０.７％

増)しました。

園児数を設置者別にみると、国立が１５９人、公立が１５,７８１人、私立が３,４７６人となって

います。公立の占める割合は８１.３％で、前年度より０.６ポイント低下しました。

また、本務教員１人当たりの園児数は１１.６人(対前年度０.１人減)で、全国平均１４.５人と比べ

ると２.９人少なくなっています。過去１０年間をみると減少傾向にあり、１０年前の平成１３年度

(１３.９人)と比べると、２.３人減となっています。 (表－３，統計表第 1 表)

(3)学 級 数

学級数(Ｎ学級※を含む)は８９１学級(国立５学級、公立７３９学級、私立１４７学級)で、前年度

より４学級増加しました。なお、Ｎ学級は１４学級でした。

次に、在園児のいる８７７学級を編制方式別にみると、３歳児のみが２２８学級(構成比２６.０％)、

４歳児のみが３２５学級(同３７.１％)、５歳児のみが３０７学級(同３５.０％)、３歳児と４歳児と

５歳児の合同が１７学級(同１.９％)となっています。

また、収容人数別では、２１～２５人が２３５学級(構成比２６.８％)と最も多く、次いで２６～

（単位：園）

公 立 私 立

国 立 県立 市立 町立 計 学校法人 その他の法人 個人 計 合 計

園 数 1 - 148(4) 15(1) 163(5) 26 3 - 29 193(5)

(注) （ ）内の数値は分園で内数です。

表－１ 設 置 者 別 幼 稚 園 数

（単位：園）

園 児 数 （人）

0 1～50 51～100 101～150 151～200 201～250 251～300 301～400

計 193 3 51 53 41 29 10 5 1

国立 1 - - - - 1 - - -

公立 163 2 48 45 33 25 5 5 -

私立 29 1 3 8 8 3 5 - 1

表－２ 園 児 数 別 幼 稚 園 数
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３０人が１９４学級(同２２.１％)、１～１５人が１７１学級(同１９.５％)、１６～２０人が１７０

学級(同１９.４％)となっています。 (表-３, 統計表第 1 表, 第 3 表, 第 4 表)

※Ｎ学級とは、学級が設置されているが、５月１日現在在園者がいない学級をいう。

(4)教 員 数

本務教員数は １,６７２人(男子６０人、女子１,６１２人)で、前年度より２６人増加(１.６％増)

しました。

男女の割合では、男子教員３.６％、女子教員９６.４％と女子教員がほとんどを占めており、過去

１０年間でもほぼ同様の構成比となっています。 (表－３，表－４)

（幼稚園）

年 度 計 男子教員 女子教員 男子教員の割合 女子教員の割合
人 人 人 ％ ％

平成13 1,287 46 1,241 3.6 96.4

14 1,354 47 1,307 3.5 96.5

15 1,449 52 1,397 3.6 96.4

16 1,502 49 1,453 3.3 96.7

17 1,543 51 1,492 3.3 96.7

18 1,533 48 1,485 3.1 96.9

19 1,585 48 1,537 3.0 97.0

20 1,592 53 1,539 3.3 96.7

21 1,594 55 1,539 3.5 96.5

22 1,646 58 1,588 3.5 96.5

23 1,672 60 1,612 3.6 96.4

表－４ 本務教員の男女の割合

本務教員１人当

年度 幼稚園数学級数 園児数 対前年度 本 務 対前年度たりの園児数 修了者数 就 園 率
増加率 教員数 増加率 滋賀県 全国 滋賀県 全国

園 学級 人 ％ 人 ％ 人 人 人 ％ ％

平成13 191 779 17,833 0.8 1,287 6.7 13.9 16.4 8,704 59.7 60.6

14 193 806 18,612 4.4 1,354 5.2 13.7 16.4 8,271 59.2 59.9

15 194 843 19,595 5.3 1,449 7.0 13.5 16.2 8,265 57.9 59.3

16 190 846 19,795 1.0 1,502 3.7 13.2 16.0 8,379 58.5 58.9

17 190 859 19,826 0.2 1,543 2.7 12.8 15.8 8,177 56.1 58.4

18 189 872 19,887 0.3 1,533 △ 0.6 13.0 15.6 8,297 57.2 57.7

19 188 882 20,047 0.8 1,585 3.4 12.6 15.3 7,996 55.8 57.2

20 190 888 20,111 0.3 1,592 0.4 12.6 15.1 8,133 55.7 56.7

21 192 890 19,558 △ 2.7 1,594 0.1 12.3 14.7 8,133 56.5 56.4

22 192 887 19,278 △ 1.4 1,646 3.3 11.7 14.5 7,871 55.9 56.2

23 193 891 19,416 0.7 1,672 1.6 11.6 14.5 7,798 56.3 55.7

（注）学級数はＮ学級を含みます。

表－３ 幼 稚 園 の 園 数 等 の 推 移
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(5)修了者数および就園率

平成２３年３月の幼稚園修了者数は ７,７９８人(男子３,８９６人、女子３,９０２人)で、前年度

より７３人減少(０.９％減)しました。

また、本年度の小学校第１学年児童数(１３,８４１人)に対する幼稚園修了者の比率(就園率)は、前

年度より０.４ポイント上昇して５６.３％となり、全国平均５５.７％を０.６ポイント上回っていま

す。 (表－３)

２．小 学 校

(1)学 校 数

学校数は２３５校(本校２３２校、分校３校)で、前年度より１校減少しました。

設置者別では、国立１校、公立２３３校(うち分校３校)、私立１校となっています。(表－５,表－７)

これを規模別にみると、児童数５００人未満の学校が最も多く１６９校(対前年度２校増)で、全体

の７１.９％を占めています。次に、５００人以上１,０００人未満の学校が６２校(同３校減)、

１,０００人以上の学校が４校(同増減なし)となっています。 (表－６)

(2)児 童 数

児童数は８６,０９５人(男子 ４４,２０９人、女子 ４１,８８６人)で、前年度より８１２人減少

(０.９％減)しました。

１学級当たりの児童数は２４.４人(対前年度０.１人減)で、全国平均の２４.９人より０.５人少な

くなっています。過去１０年間をみると減少傾向にあり、１０年前の平成１３年度(２６.８人)と比べ

ると、２.４人減となっています。

また、本務教員１人当たりの児童数は１６.４人(対前年度０.２人減)で、全国平均の１６.４人と同

数でした。 (表－７, 統計表第 5 表)

(小学校）

区 分 平成18年度 19 20 21 22 23

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

校 ％ 校 ％ 校 ％ 校 ％ 校 ％ 校 ％

500 人 未 満 171 72.2 173 73.0 166 70.3 166 70.6 167 70.8 169 71.9

500人以上1,000人未満 62 26.2 60 25.3 65 27.5 65 27.7 65 27.5 62 26.4

1,000 人 以 上 4 1.7 4 1.7 5 2.1 4 1.7 4 1.7 4 1.7

合 計 237 100.0 237 100.0 236 100.0 235 100.0 236 100.0 235 100.0

表－６ 規 模 別 学 校 数 の 推 移

（小学校）

国 立 市 立 町 立 計 私 立 合 計

学 校 数 1 216(3) 17 233(3) 1 235(3)

（注）（ ）内の数値は分校で内数です。

公 立

表－５ 設 置 者 別 学 校 数
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(3)学 級 数

学級数は３,５２６学級で、前年度より２５学級減少しました。

これを学級編制別にみると、単式学級は２,９７７学級（対前年度３１学級減）、複式学級は１４学

級（同増減なし）、特別支援学級は５３５学級（同６学級増）となっています。

(表－７, 統計表第 8 表)

(4)特別支援学級の在籍児童数

特別支援学級の在籍児童数は ２,０４７人で、前年度より１５４人増加しました。 (表－８)

（小学校）

区 分 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 計 学級数

知 的 障 害 175 174 197 212 211 207 1,176 250

肢 体 不 自 由 12 8 9 14 8 12 63 48

病弱・身体虚弱 6 4 7 4 4 4 29 18

弱 視 7 4 2 2 1 3 19 18

難 聴 1 5 5 4 2 3 20 17

言 語 障 害 - - - - - - - -

情 緒 障 害 115 135 136 146 101 107 740 184

合 計 316 330 356 382 327 336 2,047 535

児 童 数 （人）

表－８ 特別支援学級の種類別児童数

１学級当たり 本務教員１人
年 度 学校数 学級数 児童数 対前年度 本 務 対前年度 の児童数 当たりの児童数

増加率 教員数 増加率 滋賀県 全国 滋賀県 全国
校 学級 人 ％ 人 ％ 人 人 人 人

平成13 237( 5) 3,215 86,136 △ 1.1 4,788 0.4 26.8 26.9 18.0 17.9

14 237( 5) 3,225 85,409 △ 0.8 4,846 1.2 26.5 26.7 17.6 17.6

15 239( 5) 3,242 85,170 △ 0.3 4,887 0.8 26.3 26.5 17.4 17.5

16 238( 4) 3,285 85,385 0.3 4,949 1.3 26.0 26.3 17.3 17.4

17 236( 4) 3,276 85,767 0.4 4,961 0.2 26.2 26.1 17.3 17.3

18 237( 4) 3,417 86,465 0.8 5,006 0.9 25.3 25.9 17.3 17.2

19 237( 4) 3,478 86,354 △ 0.1 5,094 1.8 24.8 25.7 17.0 17.1

20 236( 3) 3,504 87,220 1.0 5,148 1.1 24.9 25.6 16.9 17.0

21 235( 3) 3,526 87,258 0.0 5,205 1.1 24.7 25.4 16.8 16.8

22 236( 3) 3,551 86,907 △ 0.4 5,251 0.9 24.5 25.2 16.6 16.7

23 235( 3) 3,526 86,095 △ 0.9 5,264 0.2 24.4 24.9 16.4 16.4

（注）学校数の（ ）内の数値は分校で内数です。

表－７ 小学校の学校数等の推移
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(5)長期欠席者数

平成２２年度間（平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの１年間）の３０日以上の長

期欠席者数は９３７人で、前年度間より２４人増加しました。

総児童数に占める割合は１.０８％で、前年度間より０.０３ポイント上昇し、全国平均の０.７５％

を０.３３ポイント上回りました。平成１９年度間までは増加傾向にありましたが、平成２０年度間以

降２年連続減少し、平成２２年度間は微増となりました。

長期欠席者を理由別にみると、「不登校」が３７５人(全体の４０.０％)で最も多く、次いで「病気」

が２９８人(同３１.８％)、「その他」※ が２６４人(同２８.２％)、「経済的理由」が０人 となって

います。 (図－１，表－９)

※「その他」：「病気」,「経済的理由」,「不登校」のいずれにも該当しない理由によるもの

（小学校）

年度間 合 計 病 気 経済的理由 不登校 その他

滋賀県 全国

人 人 人 人 人 ％ ％

平成12 990 335 1 583 71 1.14 1.06

13 1,010 300 - 631 79 1.17 1.06

14 935 244 1 639 51 1.09 0.94

15 881 275 - 500 106 1.03 0.86

16 976 302 2 492 180 1.14 0.82

17 1,008 298 3 459 248 1.18 0.82

18 1,092 354 6 468 264 1.26 0.85

19 1,104 346 2 471 285 1.28 0.84

20 1,013 306 8 414 285 1.16 0.78

21 913 244 5 406 258 1.05 0.74

22 937 298 - 375 264 1.08 0.75

表 － ９ 理 由 別 長 期 欠 席 者数

総児童数に占める割合

図－１ 理由別長期欠席者数の推移(小学校)
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(6)教 員 数

本務教員数は ５,２６４人（男子１,９６１人、女子３,３０３人）で、前年度より１３人増加

(０.２％増)しました。男女の割合では男子教員３７.３％、女子教員６２.７％となっています。

本務教員数は年々増加しており、１０年前の平成１３年度(４,７８８人)と比べると、９.９％増と

なっています。 (表－７, 表－10)

３．中 学 校

(1)学 校 数

学校数は１０７校(本校１０６校、分校１校)で、前年度と同数でした。

設置者別では、国立１校、公立１０１校（うち分校１校）、私立５校となっています。

(表－11, 表－13)

これを規模別にみると、生徒数５００人未満の学校は７５校、５００人以上１,０００人未満の学校

は３２校で、それぞれ前年度と同数でした。 (表－12)

（小学校）

年 度 計 男子教員 女子教員 男子教員の割合 女子教員の割合
人 人 人 ％ ％

平成13 4,788 1,788 3,000 37.3 62.7

14 4,846 1,792 3,054 37.0 63.0

15 4,887 1,809 3,078 37.0 63.0

16 4,949 1,822 3,127 36.8 63.2

17 4,961 1,832 3,129 36.9 63.1

18 5,006 1,863 3,143 37.2 62.8

19 5,094 1,908 3,186 37.5 62.5

20 5,148 1,928 3,220 37.5 62.5

21 5,205 1,928 3,277 37.0 63.0

22 5,251 1,952 3,299 37.2 62.8

23 5,264 1,961 3,303 37.3 62.7

表－10 本務教員の男女の割合

（中学校）

区 分 平成18年度 19 20 21 22 23

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

校 ％ 校 ％ 校 ％ 校 ％ 校 ％ 校 ％

500 人 未 満 75 70.8 75 70.1 76 71.0 74 69.2 75 70.1 75 70.1

500人以上1,000人未満 31 29.2 32 29.9 31 29.0 33 30.8 32 29.9 32 29.9

合 計 106 100.0 107 100.0 107 100.0 107 100.0 107 100.0 107 100.0

表－12 規 模 別 学 校 数 の 推 移

（中学校）

国 立 県 立 市 立 町 立 計 私 立 合 計

学 校 数 1 3 91(1) 7 101(1) 5 107(1)

（注）（ ）内の数値は分校で内数です。

公 立

表－11 設 置 者 別 学 校 数
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(2)生 徒 数

生徒数は ４３,０１１人(男子 ２２,１７４人、女子 ２０,８３７人)で、前年度に比べ７７９人

増加(１.８％増)しました。

１学級当たりの生徒数は２９.１人(対前年度０.２人増)で、全国平均２９.２人より０.１人少なく

なっています。過去１０年間をみると減少傾向にあり、１０年前の平成１３年度(３１.６人)と比べる

と、２.５人減となっています。

また、本務教員１人当たりの生徒数は１４.３人(対前年度０.１人増)で、全国平均の１４.１人より

０.２人多くなっています。 (表－13)

(3)学 級 数

学級数は １,４７７学級で、前年度より１８学級増加しました。

これを学級編制別にみると、単式学級は１,２５５学級（対前年度９学級増）、複式学級は０学級

（同増減なし）、特別支援学級は２２２学級（同９学級増）となっています。(表－13, 統計表第 14 表)

(4)特別支援学級の在籍生徒数

特別支援学級の在籍生徒数は ６９７人で、前年度より３７人増加しました。 (表－14)

（中学校）

区 分 １ 年 ２ 年 ３ 年 計 学 級 数

知 的 障 害 141 132 141 414 100

肢 体 不 自 由 17 5 3 25 23

病弱・身体虚弱 3 5 4 12 11

弱 視 2 2 1 5 5

難 聴 2 8 1 11 11

言 語 障 害 - - - - -

情 緒 障 害 77 83 70 230 72

合 計 242 235 220 697 222

生 徒 数 （人）

表－14 特別支援学級の種類別生徒数

１学級当たり 本務教員１人
年 度 学校数 学級数 生徒数 対前年度 本 務 対前年度 の生徒数 当たりの生徒数

増加率 教員数 増加率 滋賀県 全国 滋賀県 全国
校 学級 人 ％ 人 ％ 人 人 人 人

平成13 104(1) 1,496 47,284 △ 1.8 3,020 0.5 31.6 32.1 15.7 15.6

14 103(1) 1,462 45,683 △ 3.4 2,967 △ 1.8 31.2 31.7 15.4 15.2

15 107(1) 1,455 44,394 △ 2.8 2,992 0.8 30.5 31.3 14.8 14.9

16 106(1) 1,438 42,785 △ 3.6 2,977 △ 0.5 29.8 31.0 14.4 14.7

17 106(1) 1,422 42,261 △ 1.2 2,960 △ 0.6 29.7 30.7 14.3 14.6

18 106(1) 1,410 41,581 △ 1.6 2,907 △ 1.8 29.5 30.4 14.3 14.5

19 107(1) 1,452 42,133 1.3 2,975 2.3 29.0 30.2 14.2 14.5

20 107(1) 1,446 41,958 △ 0.4 2,984 0.3 29.0 30.0 14.1 14.4

21 107(1) 1,452 42,412 1.1 2,988 0.1 29.2 29.7 14.2 14.4

22 107(1) 1,459 42,232 △ 0.4 2,972 △ 0.5 28.9 29.4 14.2 14.2

23 107(1) 1,477 43,011 1.8 3,016 1.5 29.1 29.2 14.3 14.1

（注）学校数の（ ）内の数値は分校で内数です。

表－13 中学校の学校数等の推移
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図－２ 理由別長期欠席者数の推移(中学校)
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総生徒数に占める割合は３.９０％で、前年度間より０.１ポイント低下しましたが、全国平均の

３.５０％を０.４ポイント上回りました。平成１９年度間までは増加が続いていましたが、平成２０

年度間以降３年連続減少しています。

長期欠席者を理由別にみると、「不登校」が１,１９１人(全体の７２.３％)で最も多く、次いで「そ

の他」※ が２８３人(同１７.２％)、「病気」が１７３人(同１０.５％)、「経済的理由」が１人(同

０.１％)となっています。(図－２，表－15)

※「その他」：「病気」,「経済的理由」,「不登校」のいずれにも該当しない理由によるもの

（中学校）
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(6)教 員 数

本務教員数は ３,０１６人(男子 １,７６７人、女子 １,２４９人)で、前年度より４４人(１.５％)

増加しました。また、男女の割合では、男子教員５８.６％、女子教員４１.４％となっています。

本務教員数は過去１０年間ではほぼ横ばいとなっています。

(表－13，表－16)

４．高 等 学 校

ａ 全日制、定時制課程

(1)学 校 数

学校数は５８校(公立４９校、私立９校)で、前年度と同数でした。

課程別では、全日制のみが５１校（公立４３校、私立８校）、定時制のみが３校（公立３校）、

全日制と定時制の両方ある併置校が４校（公立３校、私立１校）となっています。(表－17，表－19)

(2)入 学 状 況

今年度の高等学校入学者数は １２,８８９人で、前年度より６２０人減少しました。課程別では、

公立全日制 １０,１６７人(対前年度５４１人減)、私立全日制 ２,３５４人(同２５人減)、公立定時

制２０９人(同４５人減)、私立定時制１５９人(同９人減)となっています。

また、入学志願者数は ２５,０１９人で、前年度より１,２９１人減少しました。課程別では、公立

全日制 １３,９４９人(対前年度８１４人減)、私立全日制 １０,４９３人(同３５１人減)、公立定時

制２２５人(同４７人減)、私立定時制３５２人(同７９人減)となっています。

（中学校）
年 度 計 男子教員 女子教員 男子教員の割合 女子教員の割合

人 人 人 ％ ％

平成13 3,020 1,796 1,224 59.5 40.5

14 2,967 1,794 1,173 60.5 39.5

15 2,992 1,787 1,205 59.7 40.3

16 2,977 1,771 1,206 59.5 40.5

17 2,960 1,747 1,213 59.0 41.0

18 2,907 1,726 1,181 59.4 40.6

19 2,975 1,759 1,216 59.1 40.9

20 2,984 1,754 1,230 58.8 41.2

21 2,988 1,745 1,243 58.4 41.6

22 2,972 1,755 1,217 59.1 40.9

23 3,016 1,767 1,249 58.6 41.4

表－16 本務教員の男女の割合

（高等学校）

公 立 私 立

設置者別 全日制 定時制 併置 計 全日制 定時制 併置 計 合 計

学 校 数 43 3 3 49 8 - 1 9 58

表－17 設 置 者 別 学 校 数
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志願倍率(入学志願者の入学定員に対する倍率)は全体で１.８７倍でした。課程別では、公立全日制

が１.３６倍、私立全日制が３.９４倍、公立定時制が０.８０倍、私立定時制が２.２０倍でした。

入学志願者が実際に入学した割合(入学率)は全体で５１.５％でした。課程別では公立全日制が

７２.９％、私立全日制が２２.４％、公立定時制が９２.９％、私立定時制が４５.２％でした。

高等学校入学者のうち他府県所在の中学校出身者は２７１人(男子１７６人、女子９５人)で、前年

度より３０人減少(１０.０％減)しました。また、入学者全体に占める割合は２.１％で、前年度より

０.１ポイント低下しました。

入学者のうち過年度中学校卒業者は５６人(男子４２人、女子１４人)で、前年度より９人減少

(１３.８％減)しました。入学者全体に占める割合は０.４％で、前年度より０.１ポイント低下しまし

た。 (表－18，統計表第 18 表)

区 分 入学者数 対前年差 入学志願者数 対前年差 志願倍率 入学率 入学定員
人 人 人 人 倍 ％ 人

公立全日制 10,167 △ 541 13,949 △ 814 1.36 72.9 10,240

私立全日制 2,354 △ 25 10,493 △ 351 3.94 22.4 2,665

公立定時制 209 △ 45 225 △ 47 0.80 92.9 280

私立定時制 159 △ 9 352 △ 79 2.20 45.2 160

計 12,889 △ 620 25,019 △ 1,291 1.87 51.5 13,345

入学志願者数 入学者数

（注） 志願倍率（倍）＝ 入学率（％）＝ ×１００

入学定員 入学志願者数

表－18 高等学校課程別入学者数等

年 学 校 数 本務教員１人

生 徒 数 対前年度 本 務 対前年度 当たりの生徒数

度 計 全日制 定時制 併 置 増加率 教員数 増加率 滋賀県 全国

校 校 校 校 人 ％ 人 ％ 人 人

平成13 58 50 4 4 45,187 △ 1.5 3,078 0.1 14.7 15.2

14 58 50 4 4 43,920 △ 2.8 3,041 △ 1.2 14.4 15.0

15 58 50 4 4 42,694 △ 2.8 2,989 △ 1.7 14.3 14.7

16 58 50 4 4 42,003 △ 1.6 2,966 △ 0.8 14.2 14.5

17 58 50 4 4 40,782 △ 2.9 2,915 △ 1.7 14.0 14.3

18 58 51 4 3 39,892 △ 2.2 2,853 △ 2.1 14.0 14.1

19 58 51 4 3 38,676 △ 3.0 2,817 △ 1.3 13.7 14.0

20 58 51 3 4 38,431 △ 0.6 2,797 △ 0.7 13.7 14.0

21 58 51 3 4 38,126 △ 0.8 2,768 △ 1.0 13.8 14.0

22 58 51 3 4 38,706 1.5 2,802 1.2 13.8 14.1

23 58 51 3 4 38,606 △ 0.3 2,784 △ 0.6 13.9 14.1

(注）生徒数には、専攻科生徒を含みます。

表－19 高等学校(全日制、定時制課程)の学校数等の推移



- 15 -

(3)生 徒 数

生徒数は、総数が ３８,６０６人(男子 １９,６９９人、女子 １８,９０７人)で、前年度より

１００人減少(０.３％減)しました。

本科の生徒数を課程別にみると、全日制 ３７,３０３人(公立 ３０,４３４人、私立 ６,８６９人)、

定時制 １,３０３人(公立 ８３６人、私立 ４６７人)となっています。

また、本科の生徒数を学科別にみると、全日制では、普通科が２６,８０５人(全日制全体の７１.９

％)で最も多く、次いで総合学科が３,６６８人(同９.８％）、工業に関する学科が２,４４１人(同

６.５％)、商業に関する学科が１,５１４人(同４.１％)となっています。

一方、定時制では、普通科が８５７人(定時制全体の６５.８％)、工業に関する学科が２４２人(同

１８.６％)、家庭に関する学科が１１７人(同９.０％)、商業に関する学科が８７人(同６.７％)とな

っています。

また、本務教員１人当たりの生徒数は１３.９人(対前年度０.１人増)で、全国平均１４.１人より

０.２人少なくなっています。過去１０年間をみると減少傾向にありましたが、平成２０年度以降はほ

ぼ横ばいとなっています。 (表－19，図－３，図－４，図－５，統計表第 17 表)

普通科

26,805人

(71.9%)

総合学科

3,668人

(9.8%)

工業学科

2,441人 (6.5%)

商業学科

1,514人 (4.1%)

農業学科

1,256人 (3.4%)

家庭学科

567人 (1.5%)
福祉学科

203人 (0.5%)

その他の学科

849人 (2.3%）

本科全日制
総生徒数

37,303人
普通科

857人 (65.8%)

工業学科

242人

(18.6%)

家庭学科

117人(9.0%)

商業学科

87人 (6.7%)

本科定時制
総生徒数
1,303人

図－３ 学科別生徒割合（本科全日制） 図－４ 学科別生徒割合（本科定時制）
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(4)教 職 員 数

本務教員数は２,７８４人(男子 １,９４５人、女子 ８３９人)で、前年度より１８人減少(０.６％

減)しました。

これを課程別にみると、公立全日制２,１８９人(男子１,５１３人、女子６７６人)、私立全日制

４８１人(男子３３８人、女子１４３人)、公立定時制９５人(男子８２人、女子１３人)、私立定時制

１９人(男子１２人、女子７人)となっています。

また、男女の割合は男子教員６９.９％、女子教員３０.１％でした。

本務教員数は減少傾向にあり、１０年前の平成１３年度(３,０７８人)と比べると、９.６％減とな

っています。

一方、職員※数(本務者)は５５７人(男子２６９人、女子２８８人)で、前年度より２人増加しまし

た。 (表－19，表－20，統計表第 23 表，第 24 表)

※職員：事務職員、実習助手、学校図書館事務員、技術職員、養護職員（看護師等）、用務員等をいう。

ｂ 通信制課程

(1)学 校 数

学校数は４校(通信制課程のみの独立校が２校、定時制課程との併置校が１校、全日制・定時制課程

との併置校が１校)で、前年度と同数でした。

(2)生 徒 数

生徒数は １,７５２人(男子８９８人、女子８５４人)で、前年度より３１人減少(１.７％減)しまし

た。

(3)教 員 数

本務教員数は５２人(男子３５人、女子１７人)で、前年度より５人減少(８.８％減)しました。

(表－21，統計表第55表,第56表,第59表)

（高等学校）

年 度 計 男子教員 女子教員 男子教員の割合 女子教員の割合
人 人 人 ％ ％

平成13 3,078 2,235 843 72.6 27.4

14 3,041 2,187 854 71.9 28.1

15 2,989 2,151 838 72.0 28.0

16 2,966 2,116 850 71.3 28.7

17 2,915 2,090 825 71.7 28.3

18 2,853 2,053 800 72.0 28.0

19 2,817 2,015 802 71.5 28.5

20 2,797 1,996 801 71.4 28.6

21 2,768 1,978 790 71.5 28.5

22 2,802 1,982 820 70.7 29.3

23 2,784 1,945 839 69.9 30.1

表－20 本務教員の男女の割合
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５．特別支援学校

(1)学 校 数

学校数は１５校(国立１校、県立１４校)で、前年度と同数でした。

(2)在学者および学級数

在学者の総数は １,９８４人(男子１,２８５人、女子６９９人)で、前年度より１３１人増加

(７.１％増)しました。内訳は幼稚部２７人(対前年度４人減)、小学部６４９人(同５７人増)、中学

部４６１人(同１１人増)、高等部８４７人(同６７人増)となっています。

学級数は４９９学級で、前年度より２９学級増加しています。

(3)教職員数

本務教員数は １,１８０人(男子４７８人、女子７０２人)で、前年度より７１人増加(６.４％増)

しました。

職員※数(本務者)は１８１人(男子８１人、女子１００人)で、前年度より５人増加しました。

※職員：事務職員、技術職員、寄宿舎指導員、実習助手、養護職員（看護師等）、学校栄養職員、学校給食

調理従業員、用務員等をいう。

(4)通学状況

在学者１,９８４人の通学状況をみると、家庭から通学している者が１,７９１人(在学者総数の

９０.３％)で最も多く、次いで、児童福祉施設からが１０５人(同５.３％)、寄宿舎からが５２人(同

２.６％)、その他の医療機関からが２１人(同１.１％)、国立療養所重心病棟からが１５人(同０.８

％)の順となっています。

(表－22，統計表第25表，第27表，第28表，第29表，第30表)

年 度 学 校 数 生 徒 数 本 務 教 員 数
対前年度増加率 対前年度増加率

校 人 ％ 人 ％

平成１３ 3 1,770 △ 12.2 42 7.7

１４ 3 1,762 △ 0.5 41 △ 2.4

１５ 3 1,793 1.8 43 4.9

１６ 3 1,816 1.3 41 △ 4.7

１７ 3 1,853 2.0 42 2.4

１８ 3 1,882 1.6 41 △ 2.4

１９ 3 1,800 △ 4.4 40 △ 2.4

２０ 4 1,909 6.1 61 52.5

２１ 4 1,839 △ 3.7 53 △ 13.1

２２ 4 1,783 △ 3.0 57 7.5

２３ 4 1,752 △ 1.7 52 △ 8.8

表－21 高等学校(通信制課程)の学校数等の推移
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６．専修学校

(1)学 校 数

学校数は２７校で、前年度と同数でした。

設置者別では、公立６校、私立 ２１校(学校法人立８校、社団法人立３校、その他の法人立６校、

個人立４校)となっています。

(2)生 徒 数

生徒数は ２,２４４人(男子７４１人、女子１,５０３人)で、前年度より１０４人増加(４.９％増)

しました。

設置者別では公立１,０１３人、私立１,２３１人で、私立の占める割合は５４.９％となっています。

また、課程別では専門課程２,１５０人(生徒全体の９５.８％)、高等課程９３人(同４.１％)、一般

課程１人(同０.０％)でした。

学科別では、看護が１,３０５人(生徒全体の５８.２％)と最も多くなっています。

入学状況をみると、今年度の入学定員は１,５１５人で、このうち春期の入学定員は１,４７５人で

した。これに対し、春期の入学志願者数は２,３８２人で、入学志願率は１.６倍でした。

(3)教 員 数

本務教員数は２０１人(男子６４人、女子１３７人)で、前年度より５人減少(２.４％減)しました。

設置者別にみると、公立８０人、私立１２１人となっています。

(表－23，統計表第31表，第32表，第35表)

（専修学校）

学 科 名 生 徒 数 割 合 学 科 名 生 徒 数 割 合
人 ％ 人 ％

工業関係その他 33 1.5 理学・作業療法 176 7.8

農 業 52 2.3 介 護 福 祉 44 2.0

農業関係その他 71 3.2 情 報 17 0.8

看 護 1,305 58.2 和 洋 裁 33 1.5

准 看 護 63 2.8 ス ポ ー ツ 124 5.5

歯 科 衛 生 96 4.3 文化教養関係その他 102 4.5

歯 科 技 工 24 1.1

柔 道 整 復 104 4.6 合 計 2,244 100.0

表－23 学 科 別 生 徒 数

年度 学級数 在学者数 本務教員数

学級 人 人

平成１３ 14 (1) 396 1,127 893

１４ 14 (1) 390 1,175 921

１５ 14 (1) 399 1,227 933

１６ 13 407 1,290 961

１７ 13 400 1,346 961

１８ 14 418 1,440 1,002

１９ 15 430 1,530 1,024

２０ 15 455 1,618 1,058

２１ 15 460 1,706 1,084

２２ 15 470 1,853 1,109

２３ 15 499 1,984 1,180

(注）生徒数には、専攻科生徒を含みます。

学校数の（ ）内の数値は分校で内数です。

平成13年度から平成18年度までの各数値は、盲・聾・養護学校の合計数です。

表－22 特別支援学校の学校数等の推移

学校数

校
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７．各種学校

(1)学 校 数

学校数は１１校で、前年度と同数でした。

設置者別では、１１校全て私立となっています。

(2)生 徒 数

生徒数は６５７人(男子３１４人、女子３４３人)で、前年度より２人減少(０.３％減)しました。

また、修業年限別では修業年限１年未満の課程の生徒は５７８人(生徒全体の８８.０％)、１年以上

の課程の生徒は７９人(同１２.０％)でした。

課程別では、自動車操縦が５４４人(生徒全体の８２.８％)と最も多くなっています。

(3)教 員 数

本務教員数は５９人(男子４３人、女子１６人)で、前年度と同数でした。

(表－24， 統計表第36表，第37表，第39表)

不 就 学 学 齢 児 童 生 徒 調 査

１．就学免除者および就学猶予者数

学校教育法第２３条および同法第３９条第３項に規定する就学の免除または猶予を受けた学齢児童

生徒は、就学免除者が４人(児童２人、生徒２人)、就学猶予者が１人（児童１人）でした。

２．居所不明者数と死亡者数

１年以上居所不明者は児童７人(前年度７人)、生徒１人(同１人)となっています。また、平成２２

年度間の学齢児童生徒死亡者は児童２人(前年度４人)、生徒０人(同３人)でした。

(表－25， 統計表第 61 表)

（各種学校）
課 程 名 生 徒 数 割 合 課 程 名 生 徒 数 割 合

人 ％ 人 ％

准 看 護 31 4.7 外 国 人 学 校 29 4.4

商業実務関係その他 53 8.1

自 動 車 操 縦 544 82.8

合 計 657 100.0

表－24 課 程 別 生 徒 数

（小学校・中学校の合計数）

区 分／調査年度 平成18年度 19 20 21 22 23

就 学 免 除 者 - 3 2 3 3 4

就 学 猶 予 者 - - - - - 1

１年以上居所不明者 4 2 4 4 8 8

学齢児童生徒死亡者 - 7 1 3 7 2

表－25 不就学学齢児童生徒数の推移
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卒 業 後 の 状 況 調 査

１．中学校卒業者

(1)卒 業 者 数

平成２３年３月の中学校卒業者数は１３,７７３人(男子 ７,０７７人、女子 ６,６９６人)で、前年

より６６６人減少(４.６％減)しました。

卒業者数は減少傾向にあり、１０年前の平成１３年３月(１６,３６１人)と比べると、１５.８％減

となっています。 (図－６, 統計表第 41表)

(2)卒業者の状況

卒業者を状況別にみると、高等学校等進学者(進学しながら就職している者を含む。以下同じ。)は

１３,６２１人(男子６,９９７人、女子６,６２４人)で、卒業者全体の９８.９％(前年９８.７％)を占

めています。それ以外では、専修学校(高等課程)進学者は４人(男子１人、女子３人)、専修学校(一般

課程)等入学者は１人（男子１人）、公共職業能力開発施設等入学者は８人(男子７人、女子１人)、就

職者は３３人(男子１９人、女子１４人)、左記以外の者は１０６人(男子５２人、女子５４人)、不詳

・死亡は０人となっています。 (統計表第 41表)

(3)高等学校等進学者

高等学校等進学者は １３,６２１人(男子 ６,９９７人、女子 ６,６２４人)で、前年より６３３人

減少しました。高等学校等進学率(卒業者全体に占める高等学校等進学者の割合)は９８.９％(男子、

女子とも９８.９％)で、前年より０.２ポイント上昇しました。

全国平均９８.２％(男子９８.０％、女子９８.５％)と比べると、０.７ポイント(男子で０.９ポイ

ント、女子で０.４ポイント)上回っています。

また、高等学校通信制課程への進学者を除く高等学校等進学率は９７.４％(男子９７.６％、女子

９７.１％)で、前年より０.３ポイント上昇しました。
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高等学校等進学者の内訳をみると、高等学校の

全日制課程１２,９２６人(高等学校等進学者全体

の９４.９％)、定時制課程２６２人(同１.９％)、

通信制課程２１２人(同１.６％)、高等専門学校

５９人(同０.４％)、特別支援学校の高等部１６２

人(同１.２％)となっています。

また、これらのうち、他県への高等学校等進学

者は８１４人(男子４３６人、女子３７８人)で、

高等学校等進学者全体の６.０％を占めています。

次に、高等学校等への入学志願者数(ただし高等

学校の別科、通信制課程および特別支援学校高等

部別科を除く)は１３,４５９人(男子６,９２９人、

女子６,５３０人)で、卒業者全体に占める割合(高

等学校等進学志願率)は９７.７％となり、前年よ

り０.２ポイント上昇しました。さらに、この入学

志願者のうち実際に高等学校等へ進学した者

(１３,４０９人)の割合(入学率)は９９.６％で、

前年と同率でした。

(図－７, 統計表第41表, 第42表)

(4)専修学校(高等課程)進学者

専修学校(高等課程)進学者は４人(男子１人、女子３人)で、前年より１人減少しました。卒業者全

体に占める割合は０.０％で、前年と同率でした。 (統計表第 41表)

(5)専修学校(一般課程)等入学者

専修学校(一般課程)等への入学者は１人（男子１人、女子０人)で、前年と同数でした。卒業者全体

に占める割合は０.０％で、前年と同率でした。 (統計表第 41表)

(6)公共職業能力開発施設等入学者

公共職業能力開発施設等への入学者は８人(男子７人、女子１人）で、前年より１１人減少しました。

卒業者全体に占める割合は０.１％で、前年と同率でした。 (統計表第 41表)

(7)就 職 者

就職者３３人(男子１９人、女子１４人)に、高等学校等に進学しながら就職している者(高等学校等

進学就職者)２人(男子 1人、女子１人)を加えた就職者総数は３５人(男子２０人、女子１５人)で、前

年より１人減少しました。
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卒業者全体に占める割合(就職率)は０.３％(男子

０.３％、女子０.２％)で、前年より０.１ポイント

上昇(男女別では、男子、女子とも昨年と同率)しま

したが、全国平均０.４％を０.１ポイント下回りま

した。

また、就職者のうち県内に就職した者は３１人(男

子１７人、女子１４人)、県外に就職した者は４人(男

子３人、女子１人)でした。県外就職率は１１.４％

で、前年より０.３ポイント上昇しました。

次に、就職者を産業別にみると、第１次産業に就

職した者は４人で、就職者全体に占める割合は

１１.４％（前年該当なし）、第２次産業に就職した

者は１４人で４０.０％（同３８.９％）、第３次産

業に就職した者は１４人で４０.０％(同５０.０％)

等となっています。

男女別にみると、男子では第２次産業に就職した

者が１２人(男子就職者全体の６０.０％)で最も多

く、女子では第３次産業に就職した者が１０人(同６６.７％)で最も多くなっています。

(図－８, 図－９, 図－１０, 統計表第 41表)
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２．高等学校卒業者

ａ 全日制・定時制課程

(1)卒 業 者 数

平成２３年３月の高等学校卒業者数は １２,１８６人(男子 ６,２７３人、女子 ５,９１３人)で、

前年に比べ９４人増加(０.８％増)しました。 (図-11, 統計表第 45表)

(2)卒業者の状況

卒業者を状況別にみると、大学等進学者(進学しながら就職している者を含む。以下同じ。)は

７,０６７人(男子３,５７８人、女子３,４８９人)で、卒業者全体の５８.０％(前年５８.９％)を占

めています。それ以外では、専修学校(専門課程)進学者は １,８０５人(男子 ７３４人、女子

１,０７１人)、専修学校(一般課程)等への入学者は ５１８人(男子 ３８８人、女子１３０人)、公

共職業能力開発施設等入学者は ９５人(男子９２人、女子３人)、就職者は １,９６８人(男子

１,１８１人、女子７８７人)、一時的な仕事に就いた者は ２５８人（男子７６人、女子１８２人）、

左記以外の者は ４７５人(男子２２４人､女子２５１人)、不詳・死亡は ０人となっています。

(図－11)

(3)大学等進学者

大学・短期大学等へ進学した者は７,０６７人(男子３,５７８人、女子３,４８９人)で、前年より

５６人減少しました。大学等進学率(卒業者全体に占める大学等進学者の割合)は５８.０％で、前年

より０.９ポイント低下しました。

これを男女別にみると、男子は５７.０％で前年より１.０ポイント低下し、女子は５９.０％で前
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年より０.８ポイント低下しました。全国平均の５３.９％(男子５１.９％、女子５５.９％)と比べ

ると、４.１ポイント(男子で５.１ポイント、女子で３.１ポイント)上回っています。大学等進学率

は、全国で９位(前年９位)に位置しています。

大学等進学者の内訳をみると、大学学部６,１１０人(進学者全体の８６.５％)、短期大学本科

９５７人(同１３.５％)となっています。

また、これを男女別にみると、男子では大学学部への進学者が３,４８０人(進学者全体の

９７.３％)、短期大学本科への進学者が９８人(同２.７％)、女子では大学学部への進学者が

２,６３０人(同７５.４％)、短期大学本科への進学者が８５９人(同２４.６％)となっています。

卒業者のうち大学学部・短期大学本科への入学志願者は、大学学部が６,７７５人(男子３,９３５

人、女子２,８４０人)、短期大学本科が９８４人(男子９９人、女子８８５人)の合計７,７５９人(男

子４,０３４人、女子３,７２５人)で、そのうち、実際にその学校へ入学した者の率(入学率)は、大

学学部が９０.２％、短期大学本科が９７.３％となっています。

(図－11, 表－26, 図－12, 統計表第 45表)

(4)専修学校(専門課程)進学者

専修学校(専門課程)進学者は１,８０５人(男子 ７３４人、女子 １,０７１人)で、前年より４２

人増加しました。卒業者全体に占める割合は１４.８％で、前年より０.２ポイント上昇しました。

(図－11, 統計表第45表)

(5)専修学校(一般課程)等入学者

専修学校(一般課程)等への入学者は５１８人(男子３８８人、女子１３０人)で、前年より１９

人増加しました。卒業者全体に占める割合は４.３％で、前年より０.２ポイント上昇しました。

(図－11, 統計表第45表)
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表－26 大学等進学率の全国順位

第１位 京 都 府 66.1 %

第２位 東 京 都 65.5 %

第３位 広 島 県 61.1 %

第４位 神奈川県 60.8 %

第５位 兵 庫 県 59.9 %

第９位 滋 賀 県 58.0 %

第４３位 鹿児島県 42.0 %

第４４位 青 森 県 41.9 %

第４５位 岩 手 県 41.2 %

第４６位 北 海 道 40.4 %

第４７位 沖 縄 県 36.7 %
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①専修学校(一般課程等)

専修学校(一般課程等)への入学者は１１７人(男子９３人、女子２４人)で、前年より８人増加

しました。卒業者全体に占める割合は１.０％で、前年より０.１ポイント上昇しました。

②各種学校

各種学校への入学者は４０１人(男子２９５人、女子１０６人)で、前年より１１人増加しまし

た。卒業者全体に占める割合は３.３％で、前年より０.１ポイント上昇しました。

(6)公共職業能力開発施設等入学者

公共職業能力開発施設等への入学者は９５人(男子９２人、女子３人)で、前年より４人増加しま

した。卒業者全体に占める割合は０.８％で、前年と同率でした。 (図－11, 統計表第 45表)

(7)就 職 者

就職者数は１,９６８人(男子１,１８１人、女子７８７人) で、大学・専修学校等へ進学・入学し

ながら就職している者は０人であることから、就職者総数も１,９６８人となっています。前年より

１１９人増加しました。

就職率は１６.１％(男子１８.８％、女子１３.３％)で前年より０.８ポイント上昇しました。全

国平均の１６.３％(男子１９.４％、女子１３.３％)と比べると、全体で０.２ポイント下回ってい

ます。就職率は、全国で３５位(前年３５位)に位置しています。

(図－11,表－27,図－13, 統計表第45表)
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第１位 佐 賀 県 31.6 %
第２位 青 森 県 30.1 %
第３位 宮 崎 県 29.2 %
第４位 長 崎 県 28.4 %
第５位 岩 手 県 28.3 %
第３５位 滋 賀 県 16.1 %
第４３位 奈 良 県 11.0 %
第４４位 大 阪 府 10.6 %
第４５位 京 都 府 8.2 %
第４６位 神奈川県 7.5 %
第４７位 東 京 都 5.6 %

表－27 就職率の全国順位
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①産業別就職者数

産業別に就職者数をみると、製造業１,１９９人

(就職者全体に占める割合６０.９％)、卸売業,

小売業１３１人(同６.７％)、医療,福祉１０８人

(同５.５％)、宿泊業,飲食サービス業１０５人(同

５.３％)、生活関連サービス業,娯楽業９９人(同

５.０％)、運輸業,郵便業９２人(同４.７％)、建

設業７４人（３.８％）、などが主なものとなって

います。

次に、男女別にみると、男子では製造業

７２.５％、建設業５.５％、運輸業,郵便業４.１

％、公務(他に分類されるものを除く)３.６％、卸

売業,小売業３.３％ などとなっています。これに

対し、女子では製造業４３.６％、医療,福祉

１２.５％、卸売業,小売業１１.７％、宿泊業,飲食サービス業８.９％、生活関連サービス業,娯楽業

８.６％の順となっています。 (図－14, 図－15, 図－16, 統計表第 46表)

②職業別就職者数

職業別に就職者数をみると、生産工程従事者

１,１８５人(就職者全体に占める割合６０.２％)、

サービス職業従事者２６８人(同１３.６％)、事務従

事者１２６人(同６.４％)、販売従事者１２０人(同

６.１％)、専門的・技術的職業従事者１０７人(同

５.４％)などが主なものとなっています。

男女別にみると、男子では、生産工程従事者が全

体の７５.２％を占めているのに対し、女子では、生

産工程従事者３７.７％、サービス職業従事者

製造業

60.9%

卸売業，小売業

6.7%

医療，福祉 5.5%

宿泊業，飲食サー

ビス業 5.3%

生活関連サービ

ス業，娯楽業

5.0%

運輸業，郵便業

4.7%

建設業 3.8%

公務(他に分類さ

れるものを除く)

2.9%

サービス業（他に

分類されないも

の） 2.0%

その他 3.2%

図－14 産業別就職者数（高等学校）

（日本標準産業分類による）

就職者総数
計

1,968人

製造業

72.5%

建設業 5.5%

運輸業，郵便業

4.1%

公務(他に分類さ

れるものを除く)

3.6%

卸売業，小売業

3.3%

宿泊業，飲食

サービス業 3.0%

生活関連サービ

ス業，娯楽業

2.6%
その他 5.4%

図－15 産業別就職者数（高等学校）

男子

就職者総数
男子

1,181人

製造業

43.6%

医療，福祉

12.5%

卸売業，小売業

11.7%

宿泊業，飲食

サービス業 8.9%

生活関連サービ

ス業，娯楽業

8.6%

運輸業，郵便業

5.5%

サービス業（他に

分類されないも

の） 2.7% その他 6.6%

図－16 産業別就職者数（高等学校）

女子

就職者総数
女子

787人

生産工程

従事者

60.2%

サービス職業従事者

13.6%

事務従事者

6.4%

販売従事者

6.1%

専門的・技術的職業

従事者 5.4%

建設・採掘従事者

2.4%

保安職業従事者

2.1%
輸送・機械運転

従事者 2.1%

その他 1.7%

図－17 職業別就職者数（高等学校）

計

就職者総数
計

1,968人

（日本標準職業分類による）



- 27 -

２３.９％、事務従事者１４.２％、販売従事者１２.２％などとなっています。

(図－17, 図－18, 図－19, 統計表第 47表)

③就職先の都道府県別就職者数

就職者のうち県内に就職した者は１,７５８人(男子１,０７２人、女子６８６人)で、就職者全体の

８９.３％(男子９０.８％、女子８７.２％)を占めています。

また、県外に就職した者は２１０人(男子１０９人、女子１０１人)で、就職者全体の１０.７％(男

子９.２％、女子１２.８％)となっています。

なお、県外の主な就職先は、京都府１１２人、大阪府５４人、愛知県８人、三重県６人、兵庫県５

人の順となっています。 (統計表第 52表)

ｂ 通信制課程

平成２２年度間の卒業者数は３６８人(男子１６２人、女子２０６人)で、前年度間より３７人減

少しました。

卒業者の状況別内訳は、大学等進学者８４人(男子３８人・女子４６人、卒業者全体に占める割合

は２２.８％)、専修学校(専門課程)進学者 ５０人(男子１９人・女子３１人、同１３.６％)、専修

学校(一般課程)等入学者０人、公共職業能力開発施設等入学者１人(男子１人・女子０人、同０.３

％)、就職者４３人(男子２９人・女子１４人、同１１.７％)、左記以外の者１９０人(男子７５人・

女子１１５人、同５１.６％)、不詳・死亡の者０人となっています。 (統計表第 60表)
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３．特別支援学校卒業者

ａ 中 学 部

平成２３年３月の卒業者数は１３３人（男子７９人、女子５４人）で、前年より６人減少しまし

た。

卒業者の状況別内訳は、高等学校等進学者１３３人(男子７９人、女子５４人、卒業者全体に占め

る割合は１００.０％) となっています。

主な進学先は特別支援学校高等部となっています。 (統計表第 53表)

ｂ 高 等 部

平成２３年３月の卒業者数は２２７人（男子１４５人、女子８２人）で、前年より３０人増加し

ました。

卒業者の状況別内訳は、大学等進学者１０人(男子６人、女子４人、卒業者全体に占める割合

４.４％)、専修学校(専門課程)進学者１人(男子１人、同０.４％)、公共職業能力開発施設等入学者

４人(男子４人、同１.８％)、就職者４９人(男子３３人、女子１６人、同２１.６％)、左記以外の

者１６３人(男子１０１人、女子６２人、同７１.８％)となっています。 (統計表第 54表)


